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展
等
、
大
き
な
課
題
に
直
面
し
て
い
ま
す
。

（1）
グ
ロ
ー
バ
ル
化

急
成
長
し
、
国
際
分
業
が
進
む
ア
ジ
ア
を
念
頭
に
、
北
海
道
は
、

ア
ジ
ア
の
人
々
を
惹
き
つ
け
る
自
然
環
境
、
食
な
ど
の
優
れ
た
資

源
・
特
性
を
活
か
し
、
地
域
と
し
て
独
自
の
役
割
を
担
い
、
発
展

し
て
い
く
チ
ャ
ン
ス
が
訪
れ
て
い
ま
す
。

（2）
自
然
環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
問
題

地
球
温
暖
化
問
題
の
顕
在
化
、
世
界
の
自
然
環
境
の
悪
化
等
は
憂

慮
す
べ
き
段
階
に
達
し
て
い
ま
す
。
自
然
と
の
共
生
は
、
持
続
可
能

な
経
済
社
会
に
と
っ
て
必
要
不
可
欠
で
あ
り
、
北
海
道
の
豊
か
な
自

然
環
境
を
維
持
し
、
そ
の
価
値
の
向
上
に
取
り
組
ん
で
い
か
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
化
石
燃
料
依
存
の
高
い
北
海
道
が
、
豊
富

に
存
在
す
る
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
を
活
か
し
、エ
ネ
ル
ギ
ー
問
題
等

に
つ
い
て
、
先
導
的
役
割
を
果
た
す
必
要
が
あ
り
ま
す
。

第
６
期
北
海
道
総
合
開
発
計
画
の

点
検
と
新
た
な
計
画
の
在
り
方

〜
国
土
審
議
会
北
海
道
開
発
分
科
会
基
本
政
策
部
会
報
告
書
〜

北
海
道
局
　
参
事
官
室

北
海
道
総
合
開
発
計
画
は
、
昭
和
26
年
度
以
来
、
６
期
に
わ
た

り
計
画
が
策
定
さ
れ
、
こ
れ
に
基
づ
く
施
策
の
推
進
等
に
よ
り
今

日
に
至
っ
て
い
ま
す
。
現
在
の
第
６
期
北
海
道
総
合
開
発
計
画

（
第
６
期
計
画
）
は
、
平
成
10
年
４
月
に
閣
議
決
定
さ
れ
平
成
19
年

度
が
目
標
年
度
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
中
、
国
土
審
議
会
北
海
道
開
発
分
科
会
で
は
、
平

成
17
年
11
月
に
基
本
政
策
部
会
を
設
置
し
、
第
６
期
計
画
の
点
検

作
業
と
新
た
な
計
画
の
在
り
方
の
調
査
・
審
議
を
開
始
し
ま
し
た
。

平
成
18
年
10
月
16
日
か
ら
12
月
１
日
ま
で
、
意
見
募
集
（
パ
ブ
リ

ッ
ク
コ
メ
ン
ト
）
を
実
施
し
、
１
０
６
２
件
の
ご
意
見
が
寄
せ
ら

れ
ま
し
た
。
基
本
政
策
部
会
で
は
、
こ
れ
ら
の
多
数
の
ご
意
見
を

踏
ま
え
、
さ
ら
に
議
論
を
進
め
、
同
年
12
月
に
第
６
期
計
画
の
点

検
と
新
た
な
計
画
の
在
り
方
に
関
す
る
報
告
書
を
取
り
ま
と
め
、
平

成
19
年
２
月
に
北
海
道
開
発
分
科
会
に
報
告
、
了
承
さ
れ
た
と
こ

ろ
で
す
。
以
下
、
基
本
政
策
部
会
報
告
に
つ
い
て
解
説
し
ま
す
。

我
が
国
は
、
急
速
な
人
口
減
少
・
少
子
高
齢
化
の
進
行
、
地
球

環
境
問
題
の
深
刻
化
、
東
ア
ジ
ア
の
台
頭
と
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
進

時
代
の
潮
流
の
変
化
と
北
海
道
開
発
の
基
本
的
課
題

出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成14年1月推計）」、
「都道府県別将来推計人口（平成14年3月推計）」をもとに国土交通省北海道局作成

将来の日本の姿と北海道（ピーク人口に対する割合）

注：1.人口規模は2000年をベースとし、170市町村及び8中核都市圏（北海道庁の地域生活経済圏の圏域
より）
2.各人口規模の人口は各人口規模該当市町村の平均値である
3.各人口規模のピーク年を「１」とした

出典：2000年までは総務省「国勢調査」、2005年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村
別将来推計人口（平成15年12月推計）」をもとに国土交通省北海道局作成

人口規模別市町村の人口推移（ピーク人口に対する割合）
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（3）
人
口
減
少
・
少
子
高
齢
化

人
口
減
少
・
少
子
高
齢
化
が
進
み
、
集
落
の
み
な
ら
ず
、
広
域
的

な
生
活
圏
の
中
心
都
市
の
機
能
低
下
が
懸
念
さ
れ
ま
す
。
こ
の
た

め
、
生
産
面
や
生
活
面
で
定
住
性
を
高
め
る
た
め
の
取
組
み
や
、
多

様
な
交
流
人
口
を
増
大
さ
せ
る
活
性
化
施
策
な
ど
の
政
策
努
力
を
実

施
、
活
力
あ
る
地
域
社
会
の
モ
デ
ル
を
北
海
道
で
形
成
す
る
こ
と
が

必
要
で
す
。

（4）
活
力
と
競
争
力
あ
る
地
域
経
済
社
会
の
形
成

我
が
国
の
バ
ラ
ン
ス
の
取
れ
た
成
長
・
発
展
を
期
す
上
で
、
北

海
道
が
活
力
あ
る
地
域
と
し
て
発
展
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。
こ

の
た
め
、
人
材
の
育
成
、
競
争
力
の
あ
る
産
業
等
の
育
成
・
集
積
、

新
た
な
雇
用
の
創
出
を
図
る
と
と
も
に
、
こ
れ
ら
を
支
え
る
地
域

社
会
の
形
成
を
目
指
す
こ
と
が
必
要
で
す
。

北
海
道
開
発
の
意
義
は
、
我
が
国
を
と
り
ま
く
環
境
の
変
化
に

対
応
し
、
北
海
道
の
優
れ
た
資
源
・
特
性
を
活
か
し
な
が
ら
、
大
転

換
期
の
我
が
国
が
直
面
す
る
課
題
の
解
決
に
貢
献
し
、
地
域
の
活

力
あ
る
発
展
を
図
る
た
め
、
民
間
や
地
域
の
主
体
的
な
活
動
を
支

援
し
、
ま
た
、
こ
れ
ら
の
活
動
を
支
え
る
経
済
社
会
基
盤
が
効
果
的

に
活
用
さ
れ
る
よ
う
、
的
確
に
そ
の
機
能
を
維
持
し
な
が
ら
必
要

な
整
備
を
進
め
る
こ
と
、
と
位
置
づ
け
ら
れ
ま
す
。

国
と
地
域
の
連
携
の
中
で
、
他
の
地
域
と
は
異
な
る
資
源
・

特
性
を
有
す
る
北
海
道
を
い
か
に
開
発
し
、
国
へ
の
貢
献
と
地

域
の
発
展
を
図
る
か
に
つ
い
て
、
明
確
な
ビ
ジ
ョ
ン
と
し
て
内

外
に
広
く
示
す
必
要
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
ビ
ジ
ョ
ン
は
、
国
、

地
方
、
住
民
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
企
業
等
が
連
携
・
協
働
す
る
た
め
の

強
い
求
心
力
を
持
ち
、
様
々
な
取
組
み
の
総
合
性
を
発
揮
さ
せ

る
役
割
を
果
た
す
も
の
で
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

こ
の
た
め
、
第
６
期
計
画
が
目
標
年
度
を
迎
え
よ
う
と
し
て
い

る
今
、
国
は
、
こ
れ
ら
を
踏
ま
え
た
新
た
な
北
海
道
総
合
開
発
計

画
を
策
定
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

今
後
の
北
海
道
開
発
の
在
り
方

第
６
期
計
画
の
点
検

特集■北海道の挑戦－新たな北海道イニシアティブ－

主
要
施
策
の
点
検
結
果
を
み
る
と
、
食
料
基
地
と
し
て
の
役
割

の
強
化
、
国
際
観
光
の
進
展
な
ど
諸
施
策
に
お
い
て
一
定
の
成
果

が
得
ら
れ
ま
し
た
が
、
第
６
期
計
画
当
初
の
想
定
を
上
回
る
人
口

減
少
や
グ
ロ
ー
バ
ル
化
等
の
進
展
、
財
政
事
情
の
悪
化
な
ど
に
起

因
す
る
新
た
な
課
題
が
顕
在
化
し
つ
つ
あ
り
ま
す
。

施
策
の
推
進
体
制
を
み
る
と
、
シ
ー
ニ
ッ
ク
バ
イ
ウ
ェ
イ
と
い

っ
た
制
度
設
計
の
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
と
な
る
先
駆
的
、
実
験
的
取
組

み
を
実
施
し
、
一
定
の
成
果
を
挙
げ
ま
し
た
が
、
施
策
効
果
等
を

高
め
る
た
め
連
携
・
協
働
の
強
化
や
、
財
政
制
約
を
背
景
と
し
て
、

一
層
の
重
点
化
・
効
率
化
が
喫
緊
の
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

点
検
の
結
果
を
総
括
す
る
と
、
諸
施
策
に
お
い
て
一
定
の
成
果

が
得
ら
れ
た
と
判
断
さ
れ
る
も
の
の
、

①
第
６
期
計
画
策
定
時
に
想
定
し
て
い
な
か
っ
た
新
た
な
課
題
へ

対
応
す
る
た
め
の
施
策
の
見
直
し

②
連
携
・
協
働
の
強
化
や
重
点
化
・
効
率
化
な
ど
事
業
の
進
め
方

に
関
す
る
諸
改
革

③
北
海
道
の
実
状
に
即
し
た
効
果
的
な
先
駆
的
、
実
験
的
取
組
み

の
一
層
の
拡
充

な
ど
に
つ
い
て
、
改
善
が
必
要
と
評
価
さ
れ
ま
し
た
。
今
後
、
新
た
な

計
画
の
そ
の
改
善
点
を
反
映
さ
せ
て
い
く
こ
と
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

こ
れ
ま
で
の
議
論
を
踏
ま
え
、
新
た
な
計
画
に
お
い
て
想
定
さ

れ
る
北
海
道
開
発
の
取
組
み
の
方
向
性
と
進
め
方
と
し
て
、
次
の

よ
う
な
事
項
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

今
後
、
国
土
交
通
省
で
は
、
次
期
計
画
の
策
定
に
つ
い
て
国
土

審
議
会
に
対
し
て
諮
問
し
、
早
急
に
次
期
計
画
に
関
す
る
具
体
的

な
検
討
を
開
始
し
、
平
成
19
年
度
末
ま
で
に
閣
議
決
定
を
目
指
し

て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

国
土
審
議
会
北
海
道
開
発
分
科
会
の
資
料
に
つ
い
て
は
、
国
土

交
通
省
Ｈ
Ｐ
を
ご
覧
下
さ
い
。

出典：北海道「北海道観光入込客数調査報告書」

今
後
の
北
海
道
開
発
の
取
組
み
の
方
向
性
と
進
め
方

訪日外国人来道者数（実人数）の推移

北海道開発分科会

http://www.mlit.go.jp/singikai/kokudosin/hokkaido/hokkaido.html

基本政策部会

http://www.mlit.go.jp/singikai/kokudosin/hokkaido/kihon/kihon.html

○北海道開発の取組みの方向性

（１）グローバルな競争力ある自立的安定経済の実現

（食料供給力の強化と食に関わる産業の高付加価値化・競争力強化）

（成長産業としての観光）

（人と技術による競争力ある成長期待産業の育成）

（２）地球環境時代をリードし自然と共生する持続可能な地域社会の形成

（３）魅力と活力ある北国の地域づくり・まちづくり

（４）内外の交流を支えるネットワークとモビリティの向上

（５）安全・安心な国土づくり

○北海道開発の進め方

（１）多様な主体が共に進める北海道開発

（２）投資の重点化と効率性・透明性の追求

（３）新たな北海道イニシアティブの発揮

（４）多様性のある道内各地域の姿と隣接地域等との連携


